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共同声明 

日本政府はトランプ関税の「取引材料」として、​
化石燃料インフラに公的資金を投じるべきではない 

日米をはじめとする29の市民団体は、トランプ米大統領が「トランプ関税」の成果として日本時間2月
18日に公表した日本の対米投融資の第1弾に、化石燃料事業が含まれていることに深い懸念を表
明するとともに、日本政府、国際協力銀行（JBIC）、日本貿易保険（NEXI）に対し、これら化石燃料事
業への支援検討を直ちに撤回することを要請する。 

対米投融資第1弾には、オハイオ州の世界最大級となる920万キロワットのガス火力発電施設とテキ
サス州の原油積み出し港（原油輸出インフラ）が含まれている。これらの事業は、気候危機の回避に

不可欠な「化石燃料からの脱却」に逆行する。また、メキシコ湾岸地域では日本の官民の投融資を

受けて多くの化石燃料関連事業が行われ、地域社会に環境被害や人権侵害をもたらしてきたが、今

回の対米投融資によって更なる被害がもたらされる可能性がある。今後の米国の政権交代と政策

変更などによって、かかる化石燃料インフラがいわゆる「座礁資産」と化すリスクもある。 

このような化石燃料開発に対して、日米の市民は明確に反対の声を上げてきた。アラスカLNGにつ
いては世界150超の団体が公開書簡を発出し、トランプ政権による圧力と引き換えに現地の環境を
破壊する事業へ公的支援を行うべきでないと要請した1。気候危機が激化し、世界が「脱化石燃料」

に向けた取り組みを強化しなくてはならない中、トランプ政権の意向に追従して、気候変動対策を後

退させるようなことはあってはならない。関税交渉の取引材料として化石燃料事業に公的資金を投

じ、地域社会や地球環境を破壊することは「責任ある公的資金の使い道」ではない。 

報道によれば、日米両政府はこれらの事業に投資する特別目的事業体を組成し、日本側からJBIC
が資金を拠出し、NEXIの融資保証の下で邦銀も融資する枠組みが想定されている2。2月18日の発
表を受け、同日にJBICとNEXIは上記2つの化石燃料インフラ建設・所有・運営について融資または
付保の検討を始めた3 。しかし、「責任ある積極財政」を掲げる高市政権として、化石燃料事業に対し
て日本の公的資金を投入することが本当に「責任ある」行動になるのか、再考するべきである。特に

新規の石油・ガス事業については以下の点を考慮しなければならない。 

国際合意と科学が示す結論：新規化石燃料事業の余地は無い 

2022年G7エルマウ・サミットにて日本政府は、「​​各国が明確に規定する、地球温暖化に関する摂氏
1.5度目標やパリ協定の目標に整合的である限られた状況以外において、排出削減対策が講じられ

3https://www.jbic.go.jp/ja/business-areas/environment/projects/page_00676.html 
https://www.jbic.go.jp/ja/business-areas/environment/projects/page_00663.html 
https://www.nexi.go.jp/environment/info/a/202602121045_2.html 
https://www.nexi.go.jp/environment/info/a/202602121045.html 

2 https://www.nikkei.com/article/DGXZQOGN130BA0T10C26A2000000/ 
1 https://foejapan.org/issue/20250529/24134/ 
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ていない国際的な化石燃料エネルギー部門への新規の公的直接支援の2022年末まで」の終了にコ
ミットした4。気候変動シンクタンクのClimate AnalyticsはClimate Action Trackerで、米国の気候目
標や政策は1.5 ℃目標に整合的ではないと評価しており5、JBICおよびNEXIによるオハイオ州ガス
火力発電およびテキサス州原油輸出インフラへの支援は、明確にこのG7合意に違反するものであ
る。 

2050年ネットゼロの道筋を分析した国際エネルギー機関の報告書では、1.5℃の目標達成のために
は、石油、ガス、石炭の新規プロジェクト開発は必要ないことが再確認された6。気候変動に関する政

府間パネル（IPCC）の最新報告書でも、既存の化石燃料インフラからの推定CO2排出量だけでも、
1.5℃以上の温暖化につながってしまうと指摘されている7。科学の結論は明確である。気候変動に

よる最悪の影響を避けるためには、新規の化石燃料プロジェクトの開発を行う余地はもう地球上に

はない。 

世界190カ国以上が参加する国連気候変動枠組条約の第28回締約国会合（COP28）でも、「化石燃
料からの脱却」が合意された8。日本を含む世界中で気候変動災害が激甚化する中、新規ガス火力

発電所や原油輸出インフラに公的資金を投じることは許されない。日本政府には国際合意を守る責

任がある。 

米国のガス・石油事業の深刻なメタン排出 

化石ガスの主成分は非常に強力な温室効果ガス、メタンである。メタンの地球温暖化への寄与を示

す地球温暖化係数は、100年スパン（GWP100）で見るとCO2の29.8倍、20年スパン（GWP20）で見
ると82.5倍となっている9。このメタンは、ガスのサプライチェーン全体で排出・漏出されており、このよ

うなメタン排出も考慮すると、LNGのライフサイクルを通しての温室効果ガス排出量は石炭より33％
も多いことが報告されている（米国で生産されるLNGの場合）10。 

今回支援対象とされるガス火力発電所もメタン排出と無縁ではない。米国で石油ガス産業の汚染を

監視・記録する団体Oilfield Witnessが光学ガス画像技術を用いて行っている調査では、ガス火力発
電所からのメタン排出が確認されている11。FoE Japanの試算では、JBICが2024年に支援した化石

11 https://oilfieldwitness.org/utilities-are-a-climate-battleground/ 
https://www.youtube.com/watch?v=eyh4pcpBt7o, https://www.youtube.com/watch?v=DS7UnUGolhM  

10 Howarth RW. The greenhouse gas footprint of liquefied natural gas (LNG) exported from the United 
States. Energy Sci Eng. 2024; 12: 4843-4859. 

9 IPCC, 2021: Climate Change 2021: The Physical Science Basis. Contribution of Working Group I to the 
Sixth Assessment Report of the Intergovernmental Panel on Climate Change [Masson-Delmotte, V., P. 
Zhai, A. Pirani, S.L. Connors, C. Péan, S. Berger, N. Caud, Y. Chen, L. Goldfarb, M.I. Gomis, M. Huang, 
K. Leitzell, E. Lonnoy, J.B.R. Matthews, T.K. Maycock, T. Waterfield, O. Yelekçi, R. Yu, and B. Zhou 
(eds.)]. Cambridge University Press, Cambridge, United Kingdom and New York, NY, USA, 2391 pp. 
Table 7.15.  

8https://unfccc.int/sites/default/files/resource/cma2023_L17_adv.pdf 

7 IPCC. 2023: Summary for Policymakers. In: Climate Change 2023: Synthesis Report. Contribution of 
Working Groups I, II and III to the Sixth Assessment Report of the Intergovernmental Panel on Climate 
Change [Core Writing Team, H. Lee and J. Romero (eds.)].  

6 IEA. September 2023. Net Zero Roadmap: A Global Pathway to Keep the 1.5℃ Goal in Reach. 2023 
Update. 

5 https://1p5ndc-pathways.climateanalytics.org/countries/united-states 
4 https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100376624.pdf 
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燃料事業全体の直接排出量のうち、メタンが占める割合は46%（GWP20の場合）に達する12。メタン

を考慮に入れると、ガス事業への資金支援は一層許されないのは明らかである。 

JBICの化石燃料投融資による温室効果ガス排出量は既に限度を超えている 

JBIC等を通じた海外の化石燃料事業に対する公的資金支援は、既に莫大な温室効果ガス排出をも
たらしている。FoE Japanの調査によれば、JBICによる温室効果ガス排出量は2024年に約4億800
万トン（CO₂換算、GWP20、動員排出量）であり、JBICを国と見立てた場合、温室効果ガス排出量に
おいて世界第20位に相当し、フランス、イギリス、イタリア等の国々の年間排出量を上回る13。 

さらに、JBICの年間温室効果ガス排出の推移はIPCCが求める削減率（2030年までに、2019年比で
「約43%」削減）と整合していないことも明らかになっている14。仮にJBICが2025年以降に化石燃料
ガス事業への投融資を一切しない前提でも整合しない。今回米国でのガス火力・原油輸出インフラ

に投融資すれば、1.5℃目標に整合する排出削減経路から一層乖離することになる。 

日本の公的機関が支援する米LNG施設での深刻な環境破壊と健康被害 

米国メキシコ湾岸では、JBICなどによる支援を受けたキャメロンLNG事業15やフリーポートLNG事業
が、すでに地域社会に深刻な環境破壊と健康被害をもたらしている16。フリーポートLNGでは、2022
年6月の爆発事故により約3,400m³ものメタンを排出し、爆風で子どもを含む複数人が怪我をし、ター
ミナルはその後8ヶ月間操業を停止した17。このような事例は、JBICやNEXIによる日本の公的支援
が、現地の健康・環境・生活を犠牲にして進められる化石燃料開発の拡大と不可分であることを示

すものである。これ以上、新たな犠牲を地域社会に強いる化石燃料事業への支援は許されない。​
 

 

 

署名団体： 

国際環境NGO FoE Japan 
 
「環境・持続社会」研究センター（JACSES） 
 
国際環境NGO 350.org Japan 
 

17 Houston Chronicle. 2022. Gulf Coast residents fear they live in 'sacrifice zone' for booming natural gas 
industry 

16 https://foejapan.org/wpcms/wp-content/uploads/2025/01/FoEJapan.US-LNG.pdf 
15 https://foejapan.org/issue/20230908/14318/ 
14 同上 
13 https://foejapan.org/issue/20251105/25540/ 
12 https://foejapan.org/issue/20251105/25540/ 

https://foejapan.org/wpcms/wp-content/uploads/2025/01/FoEJapan.US-LNG.pdf
https://foejapan.org/issue/20230908/14318/
https://foejapan.org/issue/20251105/25540/
https://foejapan.org/issue/20251105/25540/


気候ネットワーク 
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